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市内医療機関の皆様へ 

 

                        横浜市保健所長  古賀 伸子 

 
 

新型コロナウイルス感染症の指定感染症等への指定について（周知） 
 

日ごろから、横浜市の感染症対策に御協力いただき厚くお礼申し上げます。 

この度、国内外の新型コロナウイルス感染症の患者の増加に関連し、令和２年１月 28日に政府が新型

コロナウイルスを感染症法に基づく「指定感染症」及び検疫法に基づく「検疫感染症」に指定すること

を閣議決定し、同年２月７日に関係政令が施行されます。 

政令の施行後は、患者に対する入院措置や公費による適切な医療の提供等が実施可能となりますので、

周知いたします。医師の届出等の詳細については現在調整中のため、決まり次第、改めて情報提供いたし

ます。 

なお、新型コロナウイルス感染症についてのご質問やご相談等については、最寄りの区福祉保健センタ

ーまでご連絡いただけますと幸いです。また、各区福祉保健センターで運用中の新型コロナウイルス関連

肺炎の対応フローチャートを添付しておりますのでご参照ください。 

 

１ 添付資料 

(1)「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令等の施行について（施行通知）」 

（令和２年１月 28日健発0128第５号厚生労働省通知） 

(2)「中国湖北省武漢市で報告されている原因不明の肺炎に対する対応と院内感染対策について」 

（令和２年１月 21日改訂版） 

(3)「区福祉保健センターにおける新型コロナウイルス関連肺炎の対応について（フローチャート）」 

（令和２年１月 24日版 横浜市健康福祉局健康安全課） 

 

２ その他 

(1) 中華人民共和国湖北省武漢市における原因不明肺炎の発生について 

（厚生労働省ホームページ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 

 (2) コロナウイルスとは（国立感染症研究所ホームページ） 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus.html 

(3) 新型コロナウイルスに関連した肺炎について（横浜市保健所ホームページ） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kenko-iryo/yobosesshu/kansensho/20200127coronavirus.html 

 

 

担当：横浜市健康福祉局健康安全課  

健康危機管理担当（電話 671-2463） 
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特 別 区 区 長

厚生労働省健康局長

（ 公 印 省 略 ）

新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令等の施行

について（施行通知）

新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイ

ルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染

する能力を有することが新たに報告されたものに限る ）であるものに限る。。

以下単に「新型コロナウイルス感染症」という ）については、海外における。

新型コロナウイルス感染症の発生の状況等に鑑み、本日、新型コロナウイル

ス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年政令第11号 、検疫法）

施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第12号 、新型コロナウイルス感）

染症を指定感染症として定める等の政令第３条の規定により感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の規定を準用する場合の読替

えに関する省令（令和２年厚生労働省令第９号）及び検疫法施行規則の一部を

改正する省令（令和２年厚生労働省令第10号）が公布されたところである（別

添参照 。）

これらの命令は、海外における新型コロナウイルス感染症の発生の状況等に

鑑み、国内で患者が発生した場合に備え、当該患者に対して適切な医療を公費

により提供する体制や検疫体制を整備すること等のため、所要の措置を講じる

ものである。

これらの命令の概要等は下記のとおりであるので、貴職におかれては、内容

を十分御了知いただくとともに、貴管内市町村及び関係機関等へ周知を図り、

その施行に遺漏なきを期されたい。



記

第一 概要

１ 新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令の制定

（１）新型コロナウイルス感染症を感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律（平成10年法律第114号。以下「感染症法」という ）。

第６条第８項の指定感染症として定めること （第１条関係）。

（２）感染症法第７条第１項の政令で定める期間は、新型コロナウイルス感

染症については、新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める

等の政令の施行の日以後同日から起算して一年を経過する日（令和３年

２月６日）までの期間とすること （第２条関係）。

（３）新型コロナウイルス感染症については、感染症法第８条第１項、第12

条（第４項及び第５項を除く 、第15条（第３項については、第１号、。）

、 。）、 、第４号 第７号及び第10号に係る部分に限る 第16条から第25条まで

、 、 、 （ 。）、第26条の３から第30条まで 第34条 第35条 第36条 第４項を除く

第37条、第38条第３項から第６項まで及び第９項、第39条第１項、第40

条から第44条まで 第57条 第４号から第６号までを除く 第58条 第、 （ 。）、 （

８号、第９号、第11号、第13号及び第14号を除く 、第59条、第61条第。）

２項及び第３項、第63条、第63条の２、第64条第１項、第65条、第65条

の３並びに第66条の規定（これらの規定に基づく命令の規定を含む ）。

を準用するとともに、所要の読替えをすること （第３条関係）。

なお、新型コロナウイルス感染症については、別紙に掲げる感染症法

上の措置を主として講じることができるものであること。

（４ （３）において準用する感染症法の規定により都道府県等が処理する）

事務のうち、第一号法定受託事務を規定すること （第４条関係）。

（５）その他必要な経過措置を定めるとともに、関係政令について所要の改

正を行うこと。

２ 検疫法施行令の一部改正

（１）検疫法（昭和26年法律第201号）第２条第３号の政令で定める感染症

として新型コロナウイルス感染症を定めること （第１条関係）。

（２）新型コロナウイルス感染症の病原体の有無に関する検査の手数料を

４，２００円と定めること （別表第２関係）。

３ 新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令第３条の

規定により感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行



規則の規定を準用する場合の読替えに関する省令の制定

新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令第３条の

規定により感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行

規則（平成10年厚生省令第99号）の規定を準用する場合における所要の読

替えをすること （本則関係）。

４ 検疫法施行規則の一部改正

新型コロナウイルス感染症の病原体に感染したおそれのある者について

は、仮検疫済証に付する期間は336時間を超えてはならないものとするこ

と （第６条第３項関係）。

第二 施行期日等

１ 第一の命令は、公布の日から起算して10日を経過した日（令和２年２月

７日）から施行すること。

２ 第一の１の新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政

令及び同３の新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政

令第３条の規定により感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律施行規則の規定を準用する場合の読替えに関する省令は、同１の

（２）の期間の末日限り、その効力を失うこと。

第三 その他

１ この改正は、令和２年２月７日から適用すること。

２ 感染症発生動向調査事業実施要綱（平成11年３月19日付け健医発第458

号）の一部改正については、別途通知する予定であること。



別紙

新型コロナウイルス感染症について講じることのできる主な感染症法上の措置

・疑似症患者に対する適用（第８条第１項）

・医師の届出（第12条）

・感染症の発生の状況、動向及び原因の調査（第15条）

・健康診断（第17条）

・就業制限（第18条）

・入院（第19条及び第20条）

・移送（第21条）

・退院（第22条）

・検体の収去等（第26条の３）

・検体の採取等（第26条の４）

・感染症の病原体に汚染された場所の消毒（第27条）

・ねずみ族、昆虫等の駆除（第28条）

・物件に係る措置（第29条）

・死体の移動制限等（第30条）

・質問及び調査（第35条）

・入院患者の医療（第37条）

※ 上記措置に附随する関係規定は省略している

※ 括弧内は、感染症法の条文番号



新型コロナウイルス感染症に対する対応と院内感染対策 

 

 改訂 2020 年 1 月 21 日 

 

国立感染症研究所  

国立国際医療研究センター 国際感染症センター  

 

1. はじめに  

2019 年 12 月以降、中国湖北省武漢市から新型コロナウイルス感染症の患者が断続的に報告さ

れている。  

ここでは、新型コロナウイルス感染症を疑う場合と、積極的疫学調査で接触者と同定されたも

のが発症し検査対象となった場合を述べる。感染予防策については共通である。 

なお、内容については 1 月 21 日 10 時現在における情報を基に作成しており、今後、最新の

情報を基に変更されることがある。  

  

2. 新型コロナウイルス感染症の疑い例のスクリーニング  

発熱または呼吸器症状を訴える患者に対して、以下の有無を聴取する。 

（ア）武漢市への渡航歴 

（イ）「武漢市への渡航歴があり、発熱かつ呼吸器症状を有する人」との接触 

 

3. 新型コロナウイルス感染症の疑い例の定義  

以下のⅠおよびⅡを満たす場合を「疑い例」とする。  

Ⅰ 発熱(37.5 度以上)かつ呼吸器症状を有している。 

Ⅱ 発症から 2 週間以内に、以下の（ア）、（イ）の曝露歴のいずれかを満たす。       

（ア) 武漢市への渡航歴がある。 

(イ) 「武漢市への渡航歴があり、発熱かつ呼吸器症状を有する人」との接触歴がある。 

 

4. 新型コロナウイルス感染症の確定例・疑い例に対する感染対策 

急性呼吸器感染症患者の診察時には標準予防策、つまり呼吸器症状を呈する患者本人にはサー

ジカルマスクを着用させることを原則とし、医療従事者は、診察する際にサージカルマスクを含

めた標準予防策を実施していることを前提とする。 

そのうえで、新型コロナウイルス感染症患者の確定例、疑い例を診察する場合、 

Ⅰ 標準予防策に加え、接触、飛沫予防策を行う。 

Ⅱ 診察室および入院病床は個室が望ましい。  

Ⅲ 診察室および入院病床は十分換気する。 

Ⅳ 患者の気道吸引、気管内挿管の処置などエアロゾル発生手技を実施する際には空気感染の可

能性を考慮し N95 マスク、眼の防護具（ゴーグルまたはフェイスシールド）、長袖ガウン、

手袋を装着する。  

Ⅴ 患者の移動は医学的に必要な目的に限定する。  



 

なお、新型コロナウイルス感染症患者の確定例、疑い例、または検査対象者が受診する医療機

関においては、診察に関わらないがこれらの患者と対面する可能性のある職員（受付、案内係、

警備員など）の感染予防策にも十分配慮する。 

 

５．検査や対応の流れ  

疑い例については呼吸器症状の程度に関わらず、対応について図１を参照し保健所へ相談する。

具体的には、医療機関は、インフルエンザ等の一般的な呼吸器感染症の病原体の微生物学的な検

査を行いつつ、疑似症サーベイランスの届出について保健所へ相談する。画像検査などで肺炎と

診断された場合には、中等症以上と考えられることから、疑似症サーベイランスにおける「重症」

の定義に合致しない場合でも同サーベイランスの届出について保健所へ相談する。その場合は、

当該医療機関を所管する保健所に報告したうえで必要時「2019-nCoV 感染を疑う患者の検体採

取・輸送マニュアル（https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/9325-

manual-200121.html）」を参考に検体採取を行う（図 1）。 

患者（確定例）の入院適応については、感染症法上の入院の措置には該当せず、当面、医学的

適応（医学的な加療の必要性）に従い、医療保険において加療を行う。 

入院適応がないと判断された患者（確定例）については、自宅において十分な感染対策が実施

できることを担保した上で、自宅安静とする。自宅において十分な感染対策が実施できない場合

は、別途保健所との相談となる。入院適応がないと判断された患者（確定例）については、症状

増悪時の対応（保健所に連絡した上での医療機関の再診）について、患者（確定例）本人と、必要

時家族にも、十分に説明を行った上で、保健所が経過を観察する。 

（「新型コロナウイルスによる感染症患者の退院及び退院後の経過観察に関する方針」

（ https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/9314-ncov-

200117-2.html））。 

 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/9325-manual-200121.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/9325-manual-200121.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/9314-ncov-200117-2.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/9314-ncov-200117-2.html


 

図 1．新型コロナウイルス感染症の疑い例における検査・対応 

 

6. 新型コロナウイルス感染症の患者（確定例）および新型コロナウイルス関連肺炎疑い患者との

接触者への対応 

 

新型コロナウイルス感染症の患者（確定例）または新型コロナウイルス関連肺炎を疑う患者と

の接触者は「新型コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学調査実施要領

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/9323-ncov-

200121-1.html」にもとづき検査を実施する。その場合の検査や対応の流れを図 2 に示す。「新型

コロナウイルス感染症患者に対する積極的疫学調査実施要領」における検査対象者（以下、検査

対象者）を診察する場合の感染対策は、上記 4．に準ずる。 

 

図 2．検査対象者における検査・対応 

 

参考：  

1. 中華人民共和国湖北省武漢市における原因不明肺炎の発生について. 厚生労働省 健康局 結

核感染症課. 

2. 新型コロナウイルスに関連した肺炎の患者の発生について. 厚生労働省 健康局 結核感染症

課. 

3. 原因不明の肺炎－中国. 厚生労働省検疫所 FORTH.  

4. 新 型 冠 状 病 毒 感 染 的 肺 炎 疫 情 知 识 问 答 . 武 汉 市 卫 生 健 康 委 员 会 . 

(http://wjw.wuhan.gov.cn/front/web/showDetail/2020011509040) 

5. Coronavirus. World Health Organization．(https://www.who.int/health-topics/coronavirus) 

 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/9323-ncov-200121-1.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/9323-ncov-200121-1.html
http://wjw.wuhan.gov.cn/front/web/showDetail/2020011509040


区福祉保健センターにおける

【裏面は医療機関での対応】
＊1　相談案件は全て相談シートに記載の上健康安全課へメール送付する

令和２年１月30日時点

＜市民相談＞新型コロナウイルス関連肺炎の対応フロー

＜健康安全課＞

＊2　市外在住だが市内近隣医療機関への受診希望があった場合は
　　　市内在住者へと同様の対応を行う。

経過観察

または

ほかの呼吸器感染症を疑われる場合

は近隣の医療機関への受診を促す

（サージカルマスクの着用を指示）

市民から相談 相談シートを用いて相談内容の聞き取り（＊1）

症例定義を満たす 症例定義を満たさない

訴えを傾聴

症状なし
（病気についての医学的な質問や行政対応への意見、

患者の個人情報公開を要求、等の訴え）

発熱、咳などの呼吸器症状の訴え

■横浜市立市民病院への受診調整

平日：代表電話（045-331-1961） → 感染管理室

夜間休日：代表電話（045-331-1961） → 救急外来 →管理当直（感染管理室への連絡を依頼）

・区福祉保健センターから市民病院へ診療を依頼

（患者の受け入れと病院への受診方法について連絡調整）

・相談者へサージカルマスクの着用と自家用車での受診を指示

・住所の自治体へ連絡し、相談者対応の引継ぎ

・医療機関との受診調整を依頼

市内在住 市外在住（＊2）

相談者の住所及び所在地を確認

■新型コロナウイルス関連肺炎の疑い例の定義

以下のⅠおよびⅡを満たす場合を「疑い例」とする。

Ⅰ 発熱(37.5 度以上)かつ呼吸器症状を有している。

Ⅱ 発症から2週間以内に以下の（ア） 、（イ）、（ウ）の曝露歴のいずれかを満たす。

(ア)新型コロナウイルスの患者（確定例）、またはその疑いがある患者と

必要な予防策なしで 2 メートル以内で の接触歴がある。

（イ）武漢市への渡航歴がある。

（ウ）「武漢市への渡航歴があり、発熱かつ呼吸器症状を有する人」との接触歴がある。

相談シート

送付

相談シート送付

受診結果の確認 ⇒ 健康安全課へ電話連絡、対応記録の送付

健康安全課へ電話連絡、相談シート・対応記録の送付

健康安全課へ電話

（相談シートを健康安全課へ送付）



※2019-nCovの検査を実施するかについては健康安全課と相談

中等～重症 軽症※

参考：医療機関での院内感染対策

あり

症状と診断に応じた治療

なし又は検査中

疑似症サーベイランスの運用について
区福祉保健センターへ相談

咳エチケット・手指衛生の
指導をしたうえで経過観察

＜新型コロナウイルス関連肺炎の疑い例に対する感染対策 ＞

急性呼吸器感染症患者の診察時には標準予防策、つまり呼吸器症状を呈する患者本人には必ず

サージカルマスクを着用させ、医療従事者は、診察する際にサージカルマスクを含めた標準予防策を

実施していることを前提とする。

そのうえで、上記（ア） 、 （イ）、（ウ）のいずれかの曝露歴のある患者を診察する場合、

Ⅰ 標準予防策に加え、接触、飛沫予防策を行う。

Ⅱ 診察室および入院病床は個室が望ましい。

Ⅲ 診察室および入院病床は十分換気する。

Ⅳ 患者の気道吸引、気管内挿管の処置などエアロゾル発生手技を実施する際には空気感染の可能性を考慮し

N95 マスク、眼の防護具（ゴーグルまたはフェイスシールド）、長袖ガウン、手袋を装着する。

Ⅴ 患者の移動は医学的に必要な目的に限定する。し、移動させる場合には患者にサージカルマスクを装着させ

る。

なお、新型コロナウイルス感染症患者の確定例、疑い例、または検査対象者が受診する医療機関においては、

診察に関わらないがこれらの患者と対面する可能性のある職員（受付、案内係、警備員など）の感染予防策にも

十分配慮する。

引用：「中国湖北省武漢市で報告されている新型コロナウイルス関連肺炎に対する対応と院内感染対策」

（2020年1月21日改訂版）

■新型コロナウイルス関連肺炎の疑い例の定義

以下のⅠおよびⅡを満たす場合を「疑い例」とする。

Ⅰ 発熱(37.5 度以上)かつ呼吸器症状を有している。

Ⅱ 発症から2週間以内に以下の（ア） 、（イ）、（ウ）の曝露歴のいずれかを満たす。

(ア)新型コロナウイルスの患者（確定例）、またはその疑いがある患者と

必要な予防策なしで 2 メートル以内で の接触歴がある。

（イ）武漢市への渡航歴がある。

（ウ）「武漢市への渡航歴があり、発熱かつ呼吸器症状を有する人」との接触歴がある。

医療機関での対応

インフルエンザ等の一般的な
呼吸器感染症の診断

健康安全課

健康危機管理担当：045-671-2463
kf-kenkoukiki@city.yokohama.jp



区福祉保健センターにおける
令和２年１月30日時点

＜医療機関＞新型コロナウイルス関連肺炎の対応フロー

※2019-nCovの検査を実施するかについては健康安全課と相談

中等～重症 軽症※

＊1　相談案件は全て相談シートに記載の上健康安全課へメール送付する

■新型コロナウイルス関連肺炎の疑い例のスクリーニング
発熱または呼吸器症状を訴える患者に対して、以下の有無を聴取する。
（ア）新型コロナウイルスの患者（確定例）、またはその疑いがある患者との接触
（イ）武漢市への渡航歴（渡航地域、渡航期間）
（ウ）「武漢市への渡航歴があり、発熱かつ呼吸器症状を有する人」との接触

経過観察

または

ほかの感染症を疑う場合は

その他の感染症の検査

（標準予防策の遵守）

あり

いずれかを満たす いずれも満たさない

症状と診断に応じた治療

咳エチケット・手指衛生の指導
をしたうえで経過観察（＊2）

発熱、呼吸器症状があり、検査が必要と医療機関が臨床的に判断

不可能

疑似症サーベイランスの運用に準じ検体採取

相談医療機関で診療の継続（＊3）
（裏面を参照し、診療が可能か確認を行う）

可能

■新型コロナウイルス関連肺炎の疑い例の定義

以下のⅠおよびⅡを満たす場合を「疑い例」とする。

Ⅰ 発熱(37.5 度以上)かつ呼吸器症状を有している。

Ⅱ 発症から2週間以内に以下の（ア） 、（イ）、（ウ）の曝露歴の

いずれかを満たす。

(ア)新型コロナウイルスの患者（確定例）、またはその疑いがある

患者と必要な予防策なしで 2 メートル以内で の接触歴がある。

（イ）武漢市への渡航歴がある。

（ウ）「武漢市への渡航歴があり、発熱かつ呼吸器症状を有する人」

との接触歴がある。

医療機関から相談 相談シートを用いて相談内容の聞き取り（＊1）

疑似症サーベイランスの運用について健康安全課へ相談

■横浜市立市民病院への受診調整

平日：代表電話（045-331-1961） → 感染管理室

夜間休日：代表電話（045-331-1961）

→ 救急外来 → 管理当直（感染管理室への連絡を依頼）

・区福祉保健センターから市民病院へ診療を依頼

（患者の受け入れと病院への受診方法について連絡調整）

・相談者へサージカルマスクの着用と自家用車での受診を指示

インフルエンザ等の一般的な呼吸器感染症の診断

なし又は検査中



（＊2）　発熱の持続や呼吸器症状の増悪を認める場合（肺炎の合併が疑われる場合）は医療機関への
　　　　　受診を促す。

（＊3）　下記の条件での診療が可能か確認を行う。

健康安全課

健康危機管理担当：045-671-2463
kf-kenkoukiki@city.yokohama.jp

＜新型コロナウイルス関連肺炎の疑い例に対する感染対策 ＞

急性呼吸器感染症患者の診察時には標準予防策、つまり呼吸器症状を呈する患者本人には必ず

サージカルマスクを着用させ、医療従事者は、診察する際にサージカルマスクを含めた標準予防策を

実施していることを前提とする。

そのうえで、上記（ア） 、 （イ）、（ウ）のいずれかの曝露歴のある患者を診察する場合、

Ⅰ 標準予防策に加え、接触、飛沫予防策を行う。

Ⅱ 診察室および入院病床は個室が望ましい。

Ⅲ 診察室および入院病床は十分換気する。

Ⅳ 患者の気道吸引、気管内挿管の処置などエアロゾル発生手技を実施する際には空気感染の

可能性を考慮しN95 マスク、眼の防護具（ゴーグルまたはフェイスシールド）、長袖ガウン、手袋を

装着する。

Ⅴ 患者の移動は医学的に必要な目的に限定する。し、移動させる場合には患者にサージカルマスクを装

着させる。

なお、新型コロナウイルス感染症患者の確定例、疑い例、または検査対象者が受診する医療機関におい

ては、診察に関わらないがこれらの患者と対面する可能性のある職員（受付、案内係、警備員など）の感染

予防策にも十分配慮する。

引用：「中国湖北省武漢市で報告されている新型コロナウイルス関連肺炎に対する対応と院内感染対策」

（2020年1月21日改訂版）
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